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2025年上期

・足元の業況感は悪化。米国の関税政策による影響は「わからない」が約4割-

はじめに

県内経済は緩やかに持ち直している。ただし、国

内では物価上昇によって消費マインドの低下が続く

なか、海外では米国の関税政策を巡る動向や地政学

リスクの高まりなどの懸念が強くなっており、先行

きに対する不透明感が増している。

こうしたなか、県内景気の現状と先行きを把握す

るため、県内企業1,000社を対象にアンケート調査

を実施した。以下はその結果である。

(※) BSI (ビジネス・サーベイ・インデックス)とは

アンケートの回答結果を指数化したものである。本稿における

BSIとは、業況あるいは先行きの見通しなどが「良い」か「悪い」

かという質問に対して「プラス (良い、過剰等)」、「中立(適正等)」、

「マイナス(悪い、不足等)」の3つの選択肢を用意し、「プラス」
と回答した企業の割合から「マイナス」と回答した企業の割合を
差し引いた数値のことをいう。

01 業況感

(1) 全産業

-業況感は悪化。先行きも大きな改善は見込めずー

2025年1-3月期の県内企業の業況判断BSI (※)

は4.3となった(図表1)。24年10-12月期の2.4

から1.9ポイント下回り、3四半期ぶりに悪化した。

続く25年4-6月期(含む実績見込み)は 12.5

となり、同1-3月期と比べて8.2ポイント低下した。

米国の関税政策に対する不透明感の高まりや米をは

じめとした食料品の価格上昇による消費マインドの

低下などにより、業況感は2四半期連続で悪化した。

先行きを示す見通しBSIは25年7-9月期が 9.4

と同4-6月期実績見込みに比べ改善が見込まれて

いるものの、続く同10-12月期は11.4と再び低下

図表1 業況判断 BSI の推移(全産業)
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